
【連携協約】

　ｆ　災害対策

備考

効果
・女性のキャリア形成支援及び地元企業の働き方改革促進
・女性の定着によるまちの活性化

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11 R12

費用負担（基本方針） ・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町と協議し決定する。

重要業績評価
指数（KPI）

指標

役割分担

北九州市 ・事業実施に向けた検討等を行う。

連携市町 ・事業実施に向けた検討等に協力する。

効果

・指令業務の効率化
・指令水準の高度化、均衡化
・迅速な相互応援体制の確立
・施設整備費及び維持管理費の低廉化
・指令業務配置人員の縮減

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11 R12 備考

―

事業名 消防指令業務の共同運用に係る調査研究事業

事業内容
　現在、各消防本部が単独で整備・運用している消
防指令センターの共同整備・運用について連携して
調査・研究を行う。

北九州市、中間市、
直方市、行橋市、苅田町

連携市町

事業名 自分らしく歩む女性たちのストーリー発信事業 連携市町

事業内容

　圏域市町で活躍する多様な女性ロールモデルを紹
介するコンテンツを作成・発信し、自分らしい働き
方を見つけるきっかけを提供することで、女性がこ
のまちに住み続ける未来をイメージできるよう支援
する。

全市町

役割分担

北九州市
・本事業を推進する。
・住民への広報・周知を行う。

連携市町
・本事業の推進に協力する。
・住民への広報・周知へ協力する。

2,420

費用負担（基本方針）
・原則として北九州市が負担する。
・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町と協議し決定する。

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

WEBページ閲
覧数

なし（令和7年度） 100,000回（令和12年度）

現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

検討会
実施件数

検討会0回（令和7年度） 検討会1回（令和8年度）
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5件（令和7年度） 25件（令和12年度までの累計）

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

連携体制を
構築した市

町村
0市町（令和7年度） 11市町（令和12年度）

北九州市、直方市、
中間市、宮若市、芦屋町、
水巻町、岡垣町、遠賀町、
小竹町、鞍手町、香春町

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

鑑識・鑑定及
び研修・会議
等実施件数

事業名 火災原因調査鑑識・鑑定連携事業

事業内容

　北九州市消防局が保有する鑑識・鑑定資器材を活
用し、圏域内で発生した火災原因を究明してその結
果を合同研修会や会議等で共有し、火災予防啓発及
び職員研修を行うことで連携市町の安全・安心に寄
与する。

全市町

連携市町

効果
・消防職員全体の知識・技術の向上
・効率的かつ質の高い火災原因調査の実施
・火災予防対策に大きく貢献

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11 R12 備考

―

役割分担

北九州市 ・本事業を推進する。

連携市町 ・本事業の推進に協力する。

費用負担（基本方針） ・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町を構成する消防本部と協議し決定する。

連携市町事業名
遠賀川流域市町による災害時の避難者受入れに関す
る連携体制の構築

事業内容
　遠賀川流域の広域避難を視野に入れた市町村の連
携に関する方策を検討し、体制を整備する。

効果 ・遠賀川流域住民の安全確保

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11 R12 備考

―

役割分担

北九州市 ・事業実施に向けた検討等を行う。

連携市町 ・事業実施に向けた検討等に協力する。

費用負担（基本方針） ・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町と協議し決定する。
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【連携協約】

　ｇ　環境

役割分担

北九州市
・連携市町とともに圏域内の環境保全・循環型社会構築に向けた取組を推進する。
・福岡県、連携市町とともに広域的な観点を含めた廃棄物処理体制のあり方を検討する。

・北九州市と協力して取組を推進する。
・北九州市、福岡県とともに広域的な観点を含めた廃棄物処理体制のあり方を検討する。

連携市町

費用負担（基本方針） ・北九州市及び連携市町が適切に負担する。

備考

事業費（千円）

R11 R12

効果

・圏域内の長期・安定的な廃棄物処理体制の構築
・圏域内の一体的な取組による循環型社会の構築
・高性能な処理施設による低炭素化の推進（廃棄物発電）
・都市間連携による一体的な地域整備の取組推進

5,917

R8 R9 R10

事業名 環境保全・循環型社会構築に向けた取組の推進

事業内容
　「北九州市循環型社会形成推進基本計画」に基づ
き、圏域全体の環境保全・循環型社会構築に向けた
取組を推進する。

北九州市、直方市、
行橋市、中間市、芦屋町、水巻
町、岡垣町、遠賀町、みやこ町
を中心に全市町

連携市町

役割分担

北九州市 ・事業実施に向けた検討等を行う。

連携市町 ・事業実施に向けた検討等に協力する。

費用負担（基本方針） ・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町協議し決定する。

効果
・支援体制の強化
・圏域内での相互支援を含めた、防災力の向上と迅速な支援の実施

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11 R12 備考

―

事業名 大規模災害時の支援に関する連携体制の構築

事業内容
　大規模災害発生時に、圏域の市町が協力して被災
地の支援を行えるよう、連絡体制の整備や情報共有
などによる連携体制の構築を図る。

全市町

連携市町

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

定常的な
情報交換

年1回 年1回

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

北九州市と一般廃棄
物処理基本協定を締
結している市町の３
Ｒ取組状況等の調査

年1回 年1回(毎年度実施)

58



事業名
持続可能なまちづくりに資する脱炭素化の推進
【再掲】

連携市町

事業内容

　国は「2050年までに脱炭素社会の実現を目指す」
としており、全国的に脱炭素社会の実現に向けて動
き出している。
　その中で、これまでの北九州都市圏域で実施して
きた脱炭素への取組が評価され、令和4年4月に「脱
炭素先行地域」に都市圏域として選定された。
　引き続き、既存の研修会の枠組みを活用し、情報
共有や進捗をフォローアップすることで、脱炭素社
会を目指す取組を推進する。
　また、再生可能エネルギーの導入拡大のため「再
エネ100％北九州モデル」に示す３ステップのうち、
「第三者所有による太陽光パネル、蓄電池の導入」
「第三者所有方式による省エネ機器の導入」につい
て、より一層推進する。

全市町

効果 脱炭素社会を目指す取組を推進する。

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11 R12 備考

100

役割分担

北九州市 ・本事業を推進する。

連携市町 ・本事業の推進に協力する。

費用負担（基本方針） ・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町と協議し決定する。

事業名 風力発電関連産業の総合拠点の形成【再掲】 連携市町

事業内容

　若松区響灘地区において風力発電関連産業の集積
や洋上ウインドファームの建設の核となる基地港湾
を活用し、圏域内の企業との連携を通じて、風力発
電関連産業の総合拠点の形成を推進する。

全市町

効果 地域経済の活性化、風力発電関連産業の総合拠点の形成の推進

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11 R12 備考

316,766

役割分担

北九州市 ・本事業を推進する。

連携市町 ・本事業の推進に協力する。

費用負担（基本方針） ・北九州市が負担する。

重要業績評価
指数（KPI）

指標

4つの拠点機
能の形成

2機能（令和7年度） 4機能（令和12年度）

現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

自家消費PV
導入施設数

38施設 　129施設
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事業名 地域エネルギー政策の広域化【再掲】 連携市町

事業内容

　国は「2050年までに脱炭素社会の実現を目指す」
としており、全国的に脱炭素社会の実現に向けて動
き出している。
　その中で、これまでの北九州都市圏域で実施して
きた脱炭素への取組が評価され、令和4年4月に「脱
炭素先行地域」に都市圏域として選定された。
　引き続き、再生可能エネルギーの導入拡大のため
「再エネ100％北九州モデル」に示す３ステップのう
ち、「公共施設の再エネ100％電力化」について、よ
り一層推進する。

全市町

備考

―

連携市町 ・本事業の推進に協力する。

効果
・再生可能エネルギーの導入拡大
・エネルギーの地産地消の推進

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11 R12

費用負担（基本方針）
・北九州市の役割分担に係る費用は、北九州市が負担する。
・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町と協議し決定する。

役割分担

北九州市 ・本事業を推進するとともに、連携市町に助言・助力等の支援を行う。

事業名 圏域におけるＧＸ推進事業【再掲】 連携市町

効果
・北九州ＧＸ推進コンソーシアムを通じた圏域企業の変革を支援。
（同コンソーシアムの入会は無料、圏域は専門家伴走支援の対象エリア）

事業内容

　「北九州ＧＸ推進コンソーシアム」を軸とした圏
域内企業に対し、ＧＸ人材の育成や伴走支援による
企業のＧＸ支援等を通じて、地域企業の変革を支援
する。

全市町

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11 R12 備考

39,070

役割分担

北九州市 ・本事業を推進する。

連携市町 ・本事業の推進に協力する。

費用負担（基本方針） ・原則として北九州市が負担する。

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

再エネ100％
等電力

導入市町数
11市町 　17市町（令和9年度）

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

GX関連の新
ビジネス創
出企業数

3件（令和5～6年度） 30件（令和5～12年度）
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【連携協約】

　ｈ　上下水道

費用負担（基本方針） ・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町と協議し決定する。

役割分担

北九州市 ・下水道事業の広域化について検討を行う。

連携市町 ・北九州市と協力し、事業の広域化に向けた検討を行う。

効果
・維持管理費の削減
・事務処理の効率化

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11 R12 備考

―

事業名 下水道事業の広域化・共同化の検討・協議

事業内容
　下水道事業において、双方にメリットのある広域
化・共同化に向けた検討・協議を行う。

全市町

連携市町

役割分担

北九州市 ・上水道事業の広域化に向けた検討を行う。

連携市町 ・上水道事業の広域化に向けた検討を行う。

費用負担（基本方針） ・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町と協議し決定する。

備考

1,033
事業費

R8 R9 R10 R11 R12

効果
・安定した水道サービスの維持
・連携市町水道事業の経営改善

上水道事業の発展的広域化の検討

事業内容
　双方にメリットのある発展的広域化に向けた検討
を行う。

全市町

連携市町

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

水道広域セ
ミナーの開

催回数
1回（令和7年度） 1回/年（令和8年度～令和12年度）

事業名

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

連携市町村
との勉強会
等開催回数

15回（令和7年度） 1回/年（令和8年度～令和12年度）
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（２）圏域内外の結びつきやネットワークの強化に係る政策分野

【連携協約】

　ａ　地域公共交通

【連携協約】

　ｂ　情報通信技術インフラの整備

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

国要望活動を
共同で実施

(補助による続支援)
1回/年（令和7年度） 1回/年（令和12年度）

役割分担

北九州市
・本事業を推進する。
・広域展開のため、圏域市町と協議を行う。

費用負担（基本方針） ・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町と協議し決定する。

効果
・様々な分野での業務の効率化
・住民サービスの向上

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11 R12

60,465

連携市町
・本事業の推進に協力する。
・未利用の市町は、利用開始について検討する。

備考

事業名 圏域における地理空間情報プラットフォーム等整備事業

事業内容

　道路・河川、災害対策・観光ＰＲ・地域医療など
の分野において、圏域で情報を共有するため、地理
空間情報プラットフォームの広域展開を図る。
　また、職員のプラットフォーム活用スキル向上の
ため圏域市町合同で勉強会開催などに取り組む。

全市町

連携市町

費用負担（基本方針） ・費用は、県及び連携市町での協定に基づき負担する。

重要業績評価
指数（KPI）

役割分担
北九州市 ・事業に対する補助金を負担する。

連携市町 ・事業に対する補助金を負担する。

効果

・安全生の向上や利用者の信頼獲得
・利便性の向上
・路線の維持・存続
・交通事業者の経営安定

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11 R12 備考

10,050

事業内容

　筑豊電気鉄道においては、老朽化に伴う車両設備
や、安全施設の更新などの確保維持改善事業を進め
ている。
　この確保維持改善事業に対して、国の補助（地域
公共交通確保維持改善事業費補助）に合わせて、福
岡県、沿線３市（北九州市、中間市、直方市）とと
もに、支援を行う。

北九州市、直方市、
中間市

事業名 筑豊電気鉄道確保維持改善事業 連携市町

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

G-mottyの
月間訪問者数

14,873人/月
（R7.2月～R8.1月の月平均）

15,000人/月
（令和12年度月平均）
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【連携協約】

　ｃ　交通インフラの整備及び維持

役割分担

北九州市 ・本事業に係る連絡・調整及び資料作成を行う。

連携市町 ・本事業の推進に協力する。

費用負担（基本方針） ・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町と協議し決定する。

備考

1,873
事業費（千円）

R8 R9 R10 R11 R12

効果
・東九州地域の広域物流の促進、広域的な産業・経済の発展
・大規模災害時のリダンダンシーとしての効果

北九州市、行橋市、豊前市、
苅田町、みやこ町、上毛町、
築上町、吉富町

事業名 東九州自動車道の整備促進に係る要望活動の連携

事業内容
　東九州自動車道の早期完成に向け、国やＮＥＸＣ
Ｏ等関係機関への要望を連携して行う。

役割分担

北九州市 ・本事業を推進する。

連携市町 ・本事業を推進する。

費用負担（基本方針） ・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町と協議し決定する。

備考

3,700,900
事業費（千円）

R8 R9 R10 R11 R12

全市町

効果
・企業立地の促進
・利便性の向上
・圏域内の交流促進

事業名 圏域内道路交通のネットワーク化にかかる連携

事業内容

　陸・海・空のネットワークの構築や近隣自治体と
の連携などの「稼げる基盤」を強めていくための道
路整備を進める。
　また、北部九州エリア全体でメガリージョンを形
成し、アジアを見据えた産業や人材の集積、観光誘
客など北九州都市圏域の交流や連携を支える道路整
備を推進する。

連携市町

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

都市計画道
路の整備率

84.5%(令和6年度) 85.9%(令和12年度)

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

要望活動の
実施回数

（年度毎）
2回（令和7年度） 2回（令和12年度）

連携市町
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【連携協約】

　ｄ　地産地消

【連携協約】

　ｅ　交流及び移住の促進等

― ―

・本事業の推進に協力する。

費用負担（基本方針） ・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町と協議し決定する。

北九州市 ・本事業を推進する。

連携市町

R10 備考

―

役割分担

― ―

費用負担（基本方針） ・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町と協議し決定する。

　こどもたちが地域の文化・歴史・自然に接するこ
とにより、豊かな心を育むとともに親子のふれあう
機会を増やすことを目的として、夏休み期間に文化
施設をはじめとする様々な施設に無料または一部割
引で入場できるなど、施設で特典が受けられるパス
ポートを配付する。

効果
・地域の文化・歴史・自然に多く触れ、豊かな心を育む機会の提供
・親子が触れ合う機会の増加
・地域の魅力を発信できるキーパーソン輩出への寄与

事業費（千円）

R8 R9 R11 R12

事業名 こども文化パスポート事業

事業内容

連携市町

直方市、行橋市、豊前市、
中間市、宮若市、芦屋町、
水巻町、岡垣町、遠賀町、
小竹町、鞍手町、香春町、
苅田町、吉富町、上毛町
（圏域外：下関市、長門
市）

― ― ― ―

役割分担

北九州市 ・本事業を推進する。

連携市町 ・本事業を推進する。

効果
・児童生徒への教育効果（食育、郷土愛）
・圏域内の農業振興への寄与

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11 R12 備考

―

事業名 学校給食における地産地消推進事業

事業内容

　学校給食の食材について、まずは市町内産を、次
に圏域内産を優先的に使用する。また、圏域内の地
場産物や郷土食等を取り入れた献立の活用を推進す
る。

全市町

連携市町

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

圏域内の郷土食
等を取り入れた
給食実施回数

1回（令和7年度） 5回（令和8～12年度までの累計）

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

参加自治体
の数

6市10町 参加自治体の増
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【連携協約】

・本取組を推進する。

R12

費用負担（基本方針） ・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町と協議し決定する。

役割分担

北九州市

全市町

連携市町 ・本取組の推進に協力する。

効果
・移住人口の増加
・首都圏における圏域の認知度向上

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

備考

32,100

　ｅ　交流及び移住の促進等－アフターコロナをターゲットとした取組

事業名 北九州市Ｕ・Ｉターン応援プロジェクト 連携市町

事業名 首都圏などからの移住促進 連携市町

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

移住相談窓
口利用者中

移住者
65人 75人（令和8年度）

事業内容

　北九州市へのＵ・Ｉターン就職希望者に対して、
インターネットやＵ・Ｉターン応援オフィスでの相
談対応、職業紹介を実施する。
　また、民間転職フェアの活用や情報発信の強化を
図ることで、企業と求職者のマッチングを支援す
る。

北九州市、直方市、
行橋市、豊前市、中間市、
宮若市、芦屋町、水巻町、
岡垣町、遠賀町、小竹町、
鞍手町、香春町、みやこ
町、上毛町、築上町、吉富
町

事業費（千円）

Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

35,397

・圏域内の人口の確保、即戦力人材の活用、未経験者の採用支援

費用負担（基本方針） ・北九州市が全額負担する

36,511 44,511 43,235 34,600

役割分担

北九州市 ・本事業を推進する。

連携市町 ・本事業の推進に協力する。

Ｒ7 備考

効果

移住相談窓
口利用者中

移住者
65人 75人（令和8年度）

事業内容
首都圏などから圏域への人材還流を目指すため、情
報発信、お試し暮らし等により、移住者の検討段階
に応じた切れ目のない支援を実施する。
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（３）圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野

【連携協約】

　ａ　人材の育成

役割分担

北九州市
・研修の実施に向けた企画・検討を行う。
・研修に係る事務局を担当する。

連携市町 ・研修へ参加する。

費用負担（基本方針） ・費用（受講費）は、連携市町が負担する。

R12 備考

－

事業名

効果 ・圏域自治体職員の人材育成

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11

費用負担（基本方針） ・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町と協議し決定する。

事業内容
　北九州市が実施する水道技術研修に連携市町職員
の受け入れを行う。

役割分担

水道技術研修の実施

事業費（千円）

R8 R9 R10

北九州市
・研修の実施に向けた企画・検討を行う。
・研修に係る事務局を担当する。

連携市町

重要業績評価
指数（KPI）

事業内容
　北九州市が実施する職員研修の一部（新任管理監
督職のマネジメント研修）で圏域市町職員の受け入
れを実施する。

備考

事業名 新任課長・係長研修の実施

全市町

連携市町

396

・研修への職員の参加について協力する。

・圏域市町職員間の連携強化・交流の促進
・管理監督職のマネジメント力向上

効果

R11 R12

全市町

連携市町

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

圏域自治体
職員の研修

受講
1回（令和7年度） 1回（毎年度実施）

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

水道技術研
修の実施回

数
8回（令和7年度） 6回/年（令和8年度～12年度）
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重要業績評価
指数（KPI）

指標

R8 R9 R10

費用負担（基本方針） ・原則として北九州市が負担する。

役割分担

北九州市 ・本事業を企画・実施する。

連携市町 ・本事業の推進に協力する。

事業費（千円）

効果 圏域内自治体の滞納整理スキル及び債権管理能力の向上

事業内容

　圏域内自治体の税・税外債権徴収スキル及び債権
管理能力の向上を目指し、北九州市が実施する研修
に連携市町職員が参加するもの。
①ファイナンシャルプランニング技術の活用による
滞納整理研修
②徴収法務研究会
③民法研修
④関門連携債権管理事務研修会

R11 R12

1,115

役割分担

北九州市
・本事業の実施に向け、費用負担を含めた企画・検討を行う。
・連携市町との連絡・調整を行う。

連携市町 ・事業の実施に向けた協議等に参画する。

費用負担（基本方針） ・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町と協議し決定する。

―

効果
・連携市町職員のスキルアップ並びに消防本部の組織力向上
・規制内容の統一
・連携市町内で事業展開を進める事業所の法令適合化及び迅速化

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11 R12

事業名 消防法令に基づく規制業務に関する職員の育成

事業内容

　消防法令に規定されている消防用設備等及び危険
物施設などの規制業務並びに違反処理（警告、命令
等）業務に係る実務研修等に連携市町村職員の受け
入れを行う。

全市町

連携市町

全市町

連携市町

備考

備考

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

各種研修等
の件数

5件（令和7年度） 5件（令和12年度）

現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

実施回数 10 10

事業名
税・税外債権徴収スキル及び債権管理能力向上のた
めの研修の実施
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【連携協約】

　ｂ　圏域の市町職員の交流

役割分担

費用負担（基本方針） ・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町と協議し決定する。

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点）

北九州市
・研修の実施に向けた企画・検討を行う。
・研修にかかる事務局を担当する。

連携市町 ・研修への職員の参加について協力する。

効果 ・職員の企画立案能力の向上並びに人的交流の促進

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11 R12 備考

1,309

事業内容
　圏域市町職員の企画立案能力の向上、並びに人的
交流の促進を図ることを目的とした研修を合同で実
施する。

全市町

連携市町事業名 企画立案研修の合同実施

目標値（達成年度）

圏域自治体
職員の研修

受講
1回（令和7年度） 1回（毎年度実施）

事業名 ＤＸ人材育成研修の実施 連携市町

効果 ・圏域内のＤＸ人材の育成に寄与

事業費（千円）

事業内容
北九州市が実施する「ＤＸ人材育成プロジェクト」
の一部で圏域市町職員の受け入れを実施する。

全市町

R8 R9 R10 R11 R12 備考

20,400

－ －

役割分担

北九州市 ・本事業を推進する。

連携市町 ・本事業の推進に協力する。

費用負担（基本方針） ・原則として北九州市が負担する。

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

圏域内の
ＤＸ推進
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【連携協約】

　ｃ　その他圏域マネジメント能力の強化に係る取組

費用負担（基本方針） ・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町と協議し決定する。

重要業績評価
指数（KPI）

指標

役割分担

北九州市
・「技術職員相談体制」の事務局を担当する。
・技術研修を主催する。

連携市町
・「技術職員相談体制」を活用した問合せ、相談を行う。
・技術研修に参加する。

効果
・圏域における技術職員の技術力、能力が向上する。
・圏域における公共工事の品質が向上する。

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11 R12 備考

―

事業内容

・圏域で構築した「技術職員相談体制」を活用し
て、圏域の技術系職場における問題解決につなげ
る。
・本市主催研修の参加機会を圏域職員に提供する
等、圏域の技術職員の人材育成を行う。

全市町

費用負担（基本方針） ・事業費の発生が見込まれる時は、連携市町と協議し決定する。

事業名 技術職員の相談・人材育成体制の構築 連携市町

1回（毎年度実施）

役割分担

北九州市 ・研修の実施に向けた企画・検討を行う。

連携市町 ・事業の実施について協力する。

事業費（千円）

R8 R9 R10

― ― ― ― ―

R11 R12 備考

全市町事業内容
　圏域市町間の職員派遣・人事交流を行うための検
討を行う。

連携市町

効果
・職員の視野が広がり、能力・技術・知識の向上
・圏域市町間の連携強化

事業名 職員派遣研修についての検討

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

検討会議の
開催回数

1回（令和7年度）

現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

本市からの
技術的課題
照会件数

0件/年（令和7年度まで） 1件/年（令和12年度まで）
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役割分担

北九州市 ・本事業を推進する。（知見の提供など）

連携市町 ・本事業の推進に協力する。（知見の収集、提供など）

費用負担（基本方針） ・費用負担が発生することを想定していない。

R12 備考

- - - - -

事業内容

圏域の各市町において、公共施設の老朽化への対応
が課題となっている。
施設の長寿命化や維持管理、公民連携等による効果
的な運営など、課題解決に向けた知見の共有やネッ
トワークの構築を行い、圏域での公共施設マネジメ
ントを推進していく。

効果
・持続可能な公共サービスの実現
・公共施設マネジメントに関する知見の共有

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11

費用負担（基本方針） ・事業費が発生する時は、連携市町と協議し決定する

事業名 公共施設マネジメント推進事業

役割分担

北九州市
・基盤的な事業を推進する
・個別の事業を連携市町と共創する

連携市町 ・個別の事業を連携市町と共創する

効果
連携中枢都市圏の市町が相互に協力しながらサステナブルシティとしての変革
を進めることで、より大きな効果を生み出す

事業費（千円）

R8 R9 R10 R11 R12 備考

91,000

事業名 地方創生に資するサステナブルシティの推進

事業内容

これまでのSDGsの理念を継承しつつ、より実践的な
視点である「サステナビリティ」を切り口に、北九
州市の産官学民連携による共創機関の活用等を通じ
て連携中枢都市圏の連携・協力を強化し、サステナ
ブルシティへの変革を推進することで、圏域全体の
持続可能性を高める。

全市町

連携市町

-
勉強会の開催等を通じた公共施設マネジメ
ント推進に向けた知見の共有及びネット
ワークの構築

3件（令和12年度までの累計）

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

公共施設マ
ネジメント
の推進

重要業績評価
指数（KPI）

指標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度）

連携事業の
創出

0件（令和7年度）

全市町

連携市町
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